１　法が定める医療機関の役割







２　個人情報の扱い



以下の場合には本人の同意なしに提供可能

虐待の早期発見





学校、児童福祉施設、病院その他児童の福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職種上関係のある者は、児童虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童虐待の防止等に関する法律第5条


　じどうふくひ


　





児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、これを市町村、都道府県の設置する（中略）児童相談所（中略）に通告しなければならない。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童虐待の防止等に関する法律第６条第1項


　





通告義務





東京都では区市町村の子ども家庭支援センターを指します





個人情報とは





通告義務と守秘義務





刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は（中略）通告をする義務の


遵守を妨げるものと解釈してはならない。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童虐待の防止等に関する法律第６条第３項


　





個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別できるもの（他の情報と照合することで、識別できる場合も含まれます）。


　





例）カルテ、処方せん、手術記録、助産録、看護記録、検査所見記録、Ｘ線写真、紹介状　等





（「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」より作成）





本来の利用目的として第三者への情報提供が可能な例


・事業者からの委託を受けて健康診断等を行った場合における、事業者等へのその結果の通知     　　　　　　　　　　　　　　


・医療機関相互の照会　


※　同一医療機関内での情報提供は第三者提供に該当しないため、本人の同意なく情報交換できます。





　本人の同意を得ずに、第三者に目的外の情報提供を行うことができる場合（個人情報保護法第23条）


　①法令に基づく場合


　　・児童虐待の防止等に関する法律に基づく児童虐待の通告等


　②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき


　③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき


・児童虐待事例についての関係機関との情報交換
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